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目的

2栃木県産業労働観光部経営支援課

「新事業活動」に取り組み、「経営の向上」を図る

経営計画書の作成

国や都道府県による承認

中小企業等の経営強化・国民経済の健全な発展

市場の調査
分析

自社の課題の
明確化

課題の解決に
必要な事業の
具体化

支援機関

による

サポート

差別化 高付加価値化 効率化 etc



支援施策（抜粋）
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実施主体 概要

栃木県信用保証協会 普通保証等の別枠設定、新事業開拓保証の保証限度額の引き上げ

日本政策金融公庫 金利優遇

日本政策金融公庫 中小企業者の外国関係法人等に対する直接貸し付け等

中小企業基盤整備機構 販路開拓コーディネート事業

国の施策等：ミラサポplus 補助金・助成金中小企業支援サイト｜経済産業省中小企業庁 (mirasapo-plus.go.jp)

実施主体 名称

県（工業振興課）
ものづくり技術強化補助金

（フロンティア企業・経営革新計画承認企業枠）

県（経営支援課）
新事業開拓支援資金

（経営革新・フロンティア企業）

＜募集枠＞
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＜その他＞
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対象となる事業

下記６類型の内容で、個々の事業者にとって、創意ある新たな取組であること

（対象外）

×既存事業で当然行われるべき事業活動

×同業の中小企業において、技術・方式
が相当程度普及しているもの

×単に従来事業を拡充するための設備投
資、床面積の拡大、店舗の増加等

６類型



様式
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手引を参考に、様式１～８を作成します。

様式１：経営課題、新事業の内容 等

様式２：スケジュール

様式３：数値目標

様式４：設備投資等の明確化 ・・・・・
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申請から承認までの流れ

計画案の作成
（事前協議）

計画案の提出
（ヒアリング及
び内容審査）

申請書、添付
書類等の提出

審査、承認

概ね４～６週間かかります

県のホームページから

様式・手引をダウンロード


